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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では，以下の 4つの研究を行った。①「保護者の要求に関する実態調査」では，保護
者の要求を聞くのは主に担任であり，難しい要求などに応じる上でのシステム上の課題がある
ことが示された。②「先駆的な取り組みをしている学校のフィールド調査」では，管理職が窓
口となり保護者の要求を授業改善や学校経営，児童支援につなげている様子を見学した。③「民
間企業を対象としたフィールド調査」では，カスタマーサービス（CS）において顧客の声を分
析し製品開発やサービス向上につながった事例について，2 つの民間企業を対象に聞き取り調
査を行った。④「家庭と学校のパートナーシップに関する調査」では，個々の教師のレベルに
おいて，保護者とパートナーシップを築くためにさまざまな工夫がなされていることが明らか
になった。 
研究成果の概要（英文）： 

  This research conducted four studies. (1)Questionnaire regarding how schools are 

responding parents’ opinion revealed that now classroom teachers are responsible of 

hearing parents’ opinion and school needs a new system. (2)Field study of an elementary 

school showed the school uses parents’ opinion for improving the classes, school 

administration, and students’ support. (3)Field study of a private company showed that 

many companies today have a system to respond to its customers and uses their voice for 

product development and improvement of its service. (4) Questionnaire regarding teachers’ 

behavior building partnership with parents revealed that at individual teacher level, 

teachers do a lot of services to parents to build a partnership with their students’ parents. 
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１．研究開始当初の背景 

教師のメンタルヘルスの問題が深刻な社
会問題になっている。2005年度にうつ病など

の精神性疾患で休職した公立学校の教師は
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過去最多の 4178人に上がり，過去 10年間で

3倍に増加したといわれている（文部科学省，

2006）。教師のメンタルヘルスに影響を及ぼ

す大きな要因の１つとして，保護者の対応の

困難が挙げられている。 

一方，保護者は子どもの親権者であり子ど

もが学校に通い教育を受ける上で学校のパ

ートナーである。 Christenson & Buerkle

（1999）は，新しい学校‐保護者の関係を提

案し，「パートナーシップモデル」と命名し

ている。このモデルが提案するところは，学

校から保護者へ学校行事への参加や子ども

の家庭教育における保護者の役割や保護者

の学校行事への参加を一方向でお願いする

コミュニケーションが主流である伝統的な

関係から，「子どもの学校における達成」と

いう共通の目標に基づき学校と保護者が両

方向でコミュニケーションをはかる「パート

ナーシップモデル」への転換である。 

日本においても学校と保護者の連携が，い

かに不登校，非行，発達障害の子どもの支援

に重要であるかという研究が増加している

（田村・石隈，2004；田村・石隈，2007）。

田村・石隈（2004）は，不登校に関する事例

15件について，保護者と担任・スクールカウ

ンセラーから構成されるコア援助チームが

形成されたいずれの事例においても状況の

改善が認められたことを報告している。また，

田村・石隈（2007）は発達障害の子どもをも

つ保護者の面接を重ねることによって，保護

者がカウンセリングを必要とする個人から

子どもの援助について考える学校のパート

ナーと変容していく過程を報告している。こ

こでも，保護者が子どもの支援において関わ

ることの意義が示されている。 

以上のことから，保護者が子どもの支援に

おいて学校に参加することは重要であり，子

どもの教育が学校でうまくいっていないと

き保護者が学校にそれを伝えることができ，

学校がそのことを把握し対応できることは

望ましいことであるといえる。しかしながら，

現在教師が置かれている状況を考えると，保

護者の要求の内容を分析し，学校改善に結び

つく要求と教師のメンタルヘルスに著しく

負の影響を与える要求を分類し，対応策を考

えることが早急に必要である。 

学校現場における保護者の対応について

の研究は始められたばかりである。金子

（2007）は，群馬県の小中高等学校に勤務す

る教師を対象に調査を行ない，保護者からの

クレームの内容及び対応の現状を明らかに

した。また，山下・岡田（2008）は，保護者

をいくつかのタイプに分け，タイプごとの学

校教育に対する意識を検討している。しかし

ながら，保護者の要求の内容と教師のメンタ

ルヘルスの関連を心理学的な方法論で研究

しているものはみられない。 

 

２．研究の目的 

③家庭を学校が良い関係を築くために，個々

の教師がどのような行動をとっているか，

「家庭とのパートナーシップ」についてど

以下の３点を明らかにすることを目的とした。 

①学校が保護者からどのような要求を受けて

いるのか、それに対してどのように対応し

ているのか、また、保護者から要求を受け

ることをどのように感じているのかについ

て明らかにする。 

②顧客の声を生かした製品開発やサービス改

善をすすめている民間企業を訪問し，顧客

の声を製品開発やサービス改善に結びつけ

るまでの一連の流れやシステムについて調

査する。 



 

 

のような意識をもっているかを探索的に検

討する。 

 

３．研究の方法 

 以下の 4つの研究を実施した。 

①保護者の要求に対する実態調査 

調査対象 小中学校の教師 59名 

調査時期 平成 22年度 9月～12月 

調査内容 以下の 3点について自由記述形式

の質問紙で尋ねた。 

(1)保護者の学校への申し出の現状 

(2)保護者から申し出を受けることへのと 

らえ方 

 (3)実際に役立った申し出（要望，苦情） 

②先駆的な取り組みをしている小学校のフ

ィールド調査 

対象 東京都内 A市の B小学校 

調査時期 平成 23年度 4月～3月 

調査内容 学校を訪問し，通常の授業，保護

者に向けた学校説明会の様子，校内研修会

の様子等の観察を行った。合わせて，管理

職のインタビュー及び教職員のインタビ

ューを実施した。 

③民間企業を対象としたフィールド調査 

対象 医療機器メーカーC 社と生命保険会社

D 社のカスタマーサービス（CS）担当者，コ

ールセンター統括者の面接調査 

調査時期 平成 24年度 10月～12月 

調査内容 

(1)年間の問い合わせ件数 

(2)問合せのまとめ方と活かし方 

(3)問い合わせの主な内容 

(4)少数事例で大事なもの 

(5)コールセンターの職員の対応 

(6)販売員へのクレームと人材育成の関連 

④家庭と学校のパートナーシップの調査 

調査対象 小・中・高・私立中高一貫校・特

別支援学校の教師 93名 

調査時期 平成 24年度 7月～9月 

調査内容 以下の 4点についてたずねる自由

記述形式の質問紙を実施した。 

 (1)保護者との関係構築のための行動 

 (2)保護者との関係維持のための行動 

(3)保護者との関係改善のための行動 

 (4)「家庭と学校のパートナーシップ」と

きいて連想すること。 

 
４．研究成果 

平成21年～24年度にかけて，上記の4つの研

究を実施し，次のような成果を得た。 

①保護者の要求に対する実態調査  

小・中学校教師59名を対象として調査を実

施した結果，１）各教師が個人的に要望・苦

情等の申し出を受ける件数の平均は，年間3.6

件，内容については，学習面５件，進路面２

件，心理・社会面２２件，健康面２件，学校

生活４件であった。２）申し出を受けること

へのとらえ方としては，貴重な情報・チャン

スである１１件，自己中心的な申し出と思合

われる７件，否定されているように感じる５

件，当然のこと・ふつうのことだと感じる３

件，力になりたい３件，相互理解が難しい３

件であった。３）役に立った申し出の内容に

ついて，指導上の気づきややり方の改善につ

ながった８件，学校の課題の改善に役立った

６件，子ども同志の人間関係やいじめの把握

に役立った６件，保護者への啓発・通信につ

いてのアドバイスが得られた１点であった。

この結果から，保護者からの要求に対して，

「自分の力不足を感じる」「責められているよ

うに感じる」といった個人的な帰属を行って

いる回答が複数みられ，教師個々の問題・責

任でとどめないようなシステム作りの必要性

が示唆された。 



 

 

②先進的な取り組みをしている学校を対象と

したフィールド調査 

 保護者の要求を生かした学校づくりをすす

めている小学校において教職員のインタビュ

ー及び観察を実施し，管理職が窓口になり保

護者の声を職員研修や職員室の掲示などを通

して伝えていること，また授業改善に力をい

れ月2回研究授業を行い保護者に公開するな

ど，保護者が学校に参加する機会をいろいろ

な形で作っていることがわかった。 

③民間企業を対象としたフィールド調査 

 顧客の声を生かした製品・サービスの改善

活動を行っている企業2社（医薬品メーカー1

社，生命保険会社1社）を対象に，フィール 

ド調査を実施した。企業の顧客対応部門（CS）

で勤務する方を対象にインタビュー調査を行

い，顧客対応の最前線であるコールセンタ 

ーの見学をさせていただいた。インタビュー

調査では，①年間の問い合わせ件数，②問合

せの活用方法，③問い合わせの主な内容，④ 

コールセンターの職員の対応で注意している

こと，⑤人に対するクレームの人材育成への

活用について話を聞いた。企業では，顧客の 

声をすべて分析し，実際の製品開発やサービ

ス改善に生かしていること，そのためのノウ

ハウについて学ぶことができた。今後，この 

ノウハウを基に，学校管理職（校長，教頭）

や教育委員会等に，保護者の声の生かし方に

ついて情報提供していくことを考えている。 

④家庭と学校のパートナーシップの実態調査 

小・中・高・私立（中高一貫校）・特別支援

学校の教師93名を対象に調査を実施し，保護

者と関係を構築・維持・改善するために行っ

ている行動について調査した。その結果，450

を超える回答が得られた。保護者と良い関係

を築くために必要なソーシャルスキルが明ら

かになった。この結果を基に，今後，「家庭・

学校パートナーシップ行動尺度」を作成して

いく予定である。 
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